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フィリピンの経済発展とカラパルソン地域開発計画本

しはじめに

本稿の目的は，フィリピンの地域総合開発

言ど目指したカラパルソン・プロジェクトを素

材にして，フィリピンの経済発展・工業化を

考察することにある。世界銀行は，最近の報

告書F東アジアの奇跡』（1993年刊〉において，

フィリピンの隣国タイ・マレーシア・インド

ネシアを NIEs（新興工業経済群〉と呼び，そ

の高度成長と急、速な工業化の要閣を詳細に検

討した。 NIEsに仲間入りすることは，現在の

フィリピン（特にフィワピン政府〉にとって

悲願である。ラモス政権の「フィリピン中期

開発計画（MTPDP)1993-1998Jは，紀元

2000年にNIEs入りすることをどジョンに

して仲成されている。この紀元 2000年ピジョ

ンに大いに関係するのが， 1990年アキノ政権

の下で発足したカラパルソン・プロジェクト

である。カラパノレソン・プロジェクトは，国

際協力事業部 (JICA）が立案したものをフィ

リピン政府が国家計画として採用したもの

で，基本的には工業化を主娘にするが，社会

開発，農業・農村，環境にも配慮した地域総

合開発計画である。この計画に対し， UPLB

〈フィリピン大学ロスバニヨス校〉は農業・

農村開発を重視した総合的評価を試みている

し，フィリピンや日本の NGOは，公害・立退

き・環境破壊・農地転換・労働環境等の観点

から批判論を展開しつつある。カラパノレソン

江 崎 光 男

(CALABARZON）は，マニラ首都圏の南に

隣接する 5つの州，カピテ（Cavite）・ラグー

ナ（Laguna）・パタンガス（Batangas）・リ

サーノレ（Rizal)・ケソン（Quezon）の略称で

ある。筆者は，最近，カラバノレソンのなかで

も最も工業化が進んでいる地域の 1つである

カピテチi'Iで， 1か月ほど現地調査に参加する

機会を持った九カビテ州は，農業の近代化・

工業化の推進・ツーリズムの発展・迅速な都

市化をモ γ トーにして，？！？知事の強力な指導

のもとに，カラバノレソン計画をリードし紀元

2000年ビジョンを追求しつつある。以下で

は，「紀元 2000年ビジョン」「カラパルソン計

画」「UPLBの見解J「NGOの批判」「カピテ

州の場合」の 5項目を取り上げながら，フィ

リピンの経済発展と工業化の問題を考察す

る。

2. 紀元 2000年ビジョン（Philippines

2000) 

ラそス正主権の中期どジヨン

2000”は， 1993年 1月21臼マニラで開催され

た「第1回科学技術多部門フォーラム（First

Multisectoral Forum on Science and Tech-

nology）」における大統領演説の中で初めて

公けにされた2）。演説の中でラモス大統領は，

フィリピンが（アジア〉地域の「病める人

(Sick Man）」と呼ばれること，自分自身が
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病める社会（sicksociety）に住んで、いると言

われることに砕易していると述べると同時

に，フィリピン国民もそうであることに同意

を求め，フィリピンを今世紀末までに NIC

（新興工業国〉にすることが国家目標である

ことを明確にした。演説テキストによれば，

NICに象徴される紀元 2000年の国家ビジョ

ンとは，国民の全てが，つまり最も持たざる

者も，必要最小限の食料と人なみの衣服・住

居を確保し，尊厳をもって行動し，自らの人

生を可能な最善のものにする機会を与えられ

ているような社会を指している。これは「人

開発展 CHuman Development) Jを目指した

どジョンと言い努えてもよいが，具体的な数

値目標として，ラモス政権下(1992-1998年〉

で， l人当たり所得は 1000ドル以上に上昇

し，経済は少なくとも 6～8%で成長，貧困率

は50%から少なくとも 30%まで低下するこ

とが期待されている。そして，このどジョン

を実現するための道路マップの役割を担うの

が，国家開発計画庁（NEDA）作成の「フィ

リピン中期開発計画（MTPDP)1993-1998J 

である。

この 2000年ビジョンについて，特に NICs 

あるいは新興工業国の意味するところについ

て， 2点ほどコメントを加えておきたい。第

1は，ラモス政権のいう NICsと，これまで韓

国・台湾・香港・シンガボールについて使わ

れてきた NICsとが，内容的に再じかどうか

である。 NICsという用語が初めて使われた

のはOECDレポート『新興工業閣の挑戦』

(1979年干のにおいてである3）。問レポート

は，当時急速に工業化しつつあった韓国・台

湾・香港・シンガポール・ブラジル・メキシ

コ・ギリシャ・ユーゴ・スペイン・ボルトガ

ノレの 10カ闘を総称して NICsと呼び，これら
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の国々に共通の特徴として，（1）輸出指向の成

長政策をとっている，（2）世界の工業生産・工

業製品輪出にしめるシェアを拡大している，

(3）園内の生産・輪出・雇用において工業部門

のシェアを伸ばしている，（4）先進工業国との

所得格差を急速に縮小している，という 4点

を指摘した。ほぽ同じ頃，パラッサ（Balassa

〔1981］）は，新興工業圏の定義として，（1)1978 

年の 1人当たり所得が llOOドル以上で、ある，

(2) 1977年の GDPにしめる製造業部門の

シェアが 20%を越える，という 2つの基準を

採用した。 OECDが取り上げた 10カ閣のう

ち，当時 1人当たり所得の最も低かったのは

韓国である。その韓国の 1978年の 1人当たり

GNPはll60ドルで、あった。また，パラッサ

の上記第 1基準によれば，所得水準でみた

NICか否かの分岐点は llOOドルであった。

これに比べ，フィリピンの 2000年ビジョンで

は世紀末の所得が 1000ドル (1992年価格？〉

の水準である。 1970年代末からのインフレを

考慮すれば， 2000年ピジョンの設定する自標

水準はNICsへの分岐点を相当低く見積もっ

ている。フィリピンでは， 2000年ビジョンを

「夢か妄想、か（Dreamor Delusion ？〉」とし、

う副題をつけて悲観的に評価するむきもある

が， NICのコンセプトはともかく，具体的な

所得目標は実現され易い水準に手直しきれ，

国民に（正〉夢を与えられるピジョンになっ

ている。もっともその水準を実現するために

少なくとも 6～8%の高度成長，しかも 1994

年の 3.5～ 4.5%から 1998年の 8.5～ 10.0%

へと大きな成長加速をターゲットにせざるを

えなし、から， 2000年ビジョンは決して実現容

易な夢という訳ではなし，4）。

第2点は，アセアンの友邦国タイ・マレー

シア・インドネシアとの関係である。冒頭で



述べたように， 1it銀の r東アジアの奇跡』は

これら 3カ国を NIEsと呼んでいる（NIEs

とNICsは開義語〉。これまでの NIEs（韓国・

台湾・香港・シンガポール〉は4匹の虎（Four

Tigers）である。以上の毘々に臼木を加えた

8カ国は，高度成長と分配平等を同時に達成

した「高パフォーマンスの（東〉アジア経済J

(HPAEs）と一括される。フィリピンはアセ

アンの例外である。これまでプセアンのしん

がりにいたインドネシアが既に NIEsの1

とみなされているのに，フィリピンはそうで

ない。戦後フィリピンは，輪入代替型・保護

型・競争回避型と批判されてはいるが，アジ

アの国々に先駆けて工業化を開始し，当時の

所得はアジアのトップ水準にあった。例えば，

1953年の時点において，購買力王子価（当年価

格〉で計った 1人当たり GDPは，フィリピン

が254ドル， タイが 208ドノレ，韓国が 217ド

ノレ， 台湾が 208ドノレ， インドが 136ドル， 日

本が 468ドル，米国が 2352ドノレと推計されて

いる九現在フィリピンは，かつての NIEsの

みならず，新しい NIEsをも追わねばならな

い立場にある。伝統的な工業化による掲発路

線は 1960年代末填から大きな批判にさらさ

れて来たが，東アジアで、伝統的路線に沿って

次々とテイクオフする菌が現れてきた現在，

フィリピンも再度改めてそれに挑戦する必要

性に迫られている。中期経済計画（MTPDP)

の計画書に明示されているビジョンは「フィ

リピン 2000年」ではなく「人開発展」であ

る九人開発展は，通常，教育・寵農・所得の

3要素で評価されるが，教育（識字率〉・健康

（平均寿命〉については，フィリピンは他の

アセアン諸国に比べ何等遜色ない。したがっ

て「現時点で，それ自体が目的ではなく人開

発展のための不可欠の手段として，工業化の
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緊急性と平均所得の急速な成長に対する要求

が生じている……常にそうとは限らないが，

現時点においては，工業化に向けて総力を結

集することは，人開発展のビジョンと貧困緩

和に矛盾しないどころか，むしろそれを支援

する」（MTPDP,p. 3）。フィリピンの工業化

への再挑戦はどうすればうまくゆくのだろう

か。フィリピンの自尊心（self句esteem）は，

プセアンの友邦留から取り残されるような事

態を許せるだろうか7）。

紀元 2000年ビジョンあるいは人開発展ビ

ジョンの実現を目指して， MTPDPは2つの

基本戦略を提示する。 1つは「人々への権能

付与（peopleempowerment）」，もう lつは

「菌際競争力（international competitive-

ness)Jであり，両者は互いに補完的・相乗的

とみなされている。後者の国際競争力は，閣

の内外における外国製品との競争により，

産性を高め効薬を高めようとする戦略であ

る。前者のエンパワメントは本来政治的概念

である。それは，企業・家計・市民組織等を

メンバーにする市民社会において，メンバー

の経済的・政治的・社会的・宗教的な願望に

最もよく対処できるのはメンバー自身である

と考える。そこでの政府の役割は，メンバー

のイニシャティブを尊重し願望達成を促進す

るよう，政策環境を整えることにある。この

ような直義的な実践によって，人々の人間と

しての能力・才能は最大限に拡大される。こ

のエンパワメントが経済開発に適用される場

合，それは再び，政府の投割がインフラの整

備とか分配平等への介入といった政策環境の

確保に限定されることを意味する。そして，

開発は，コミュニティ・家計・企業・組合－

NGOのイニシャティフゃにより，十分機能す

る市場のもとで進められることになる。この
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ようなエンパワメント戦略はまさにフィリピ

ン型総合である。エンパワメントというタイ

トルの本を著したフリードマン（Friedmann

[1992］）によれば，「人々のエンパワメント

(people’s empowerment）」は「もう 1つの

発展（AlternativeDevelopment）」の核心に

ある。つまり「エンパワメント・アプローチ

は，地域コミュニティの自発的意思決定，地

域の自助（自給自足でない〉，藍接（参加製〉

民主主義，実践的社会学習に重点を重量く。そ

の出発点は地域である。何故なら，市民社会

は地域の問題をめぐって最も容易に動員され

るからである。」（pp.vii-viii)。他方，「もう

lつの発展」は， 1975年にスウェーデンのダ

グ・ハマーシヨノレド財団によって提起された

概念である。それは，ニーズに基づく，内発

的，自助・自立的で，生態的に健全な，経済

社会構造の変化を必要とする発展を意味して

おり，内容的にエンパワメントと密接な関係

がある針。問題は，「もう 1つの発展」が，従

来の伝統的な経済成長優先型の発展に代わる

概念として提起され，地域が発展の単位であ

ることを明確にしている点である。 MTPDP

は，工業化を目指して総力を結集し， NICへ

の道を進めようとしている。そのための戦略

として，市場メカニズム重視の国際競争力強

化に加えて，本来地域主義的で内発的なエン

パワメント・アプローチを採用する。このフィ

リピン型総合は，計画実施のプロセスで，目

標と戦略の聞に整合性やバランスを十分確保

できるであろうか。

3. カラ／＇＼）レソン・プロジェクト

MT PDPは，明快な構成と内容を持った計

画書である。開書では，まず，上で述べたよ

うな開発のビジョンが示される（序章〉。次に，

ビジョンの核となる人開発展および人的資源

がくる（第 1章〉。それに続くトピックが，マ

クロ経済と財政金融（第2意〉，持続可能な農

工発展（第3章〉，インフラ開発〈第4章〉で

ある。最後に，開発行政が議論され（第5章〉，

必要な立法措置がリストされる（終章〉。各章

は，多くの場合，問題の分析評価の後，ゴー

ノレ・目的・ターゲットを設定し，戦略・政策

を提示する。例えば，持続可能な農工発展

(Sustainable Agri-Industrial Develop-

ment）に関する第3掌の場合，まず産業発展

の過去のパフォーマンスを評価分析した後，

産業全体に関わるゴールと目的を明確にし，

各産業別にターゲットを設定する。続いて，

マグロと産業別の政策・資漉管理のあり方・

立地に基づく農工開発アプローチ・対外関係

に関わる政策等を提示し，最後に優先される

べき産業別分野別活動に言及する。カラパル

ソンは，上記立地に基づく農工開発アプロー

チに関連して，「複数個の成長センターを結合

する成長ネットワーク」の中で第 1位の優先

順位を与えられている。また，インフラ開発

に関連して，カラパルソン地域のプロジェク

トがし、くらか言及されている（第4章〉。アキ

ノ政権下で発足したカラパノレソン計闘は， ラ

モス政権の MTPDPにおいてはもはや突出

したプロジェクトとは言えなし、かもしれな

い。しかしながら，ラモス大統領は， 2000年

ビジョンとの関連で，折りにふれカラバノレソ

ン・ドリームの継続を公約しているとのこと

である九

カラパルソン計闘は，工業化を主眼にする

地域総合開発プロジェクトであるが，本来，

援助獲得のためのプロジェクトとして重要で

あった。アキノ政権発足とともに，アメリカ
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は10年間 100億ドルの多国間援助構想

(MAI)あるいはミニ・マーシヤノレプランを

提案した。フィワピン側はこれをフィリピン

援助計画（PAP）と呼んだ。第 l回 PAP会議

は1989年 7月東京で開催され，ケソン介｜を含

まない「カラパル計画」は，他の 4つの地域

開発計画と共に，援助受け入れのためのモデ

ル・プロジェクトとなった。アキノ政権〈コ

ンセプシオン貿易産業大臣〉は，この時期既

に，フィリピンの世紀末NICs入りの展望を

表明していた。第 l回 PAP会議の直後，間際

協力事業団 (JICA）は，フィリピン政府の要

請をうけて，貿易産業省（DTI)の投資

CBOI)と署名・合意の上，カラパル地域の総

合開発計画調査を実施した。この調査に基づ

き， 1990年 10月，アキノ政権はカラバル・プ

ロジェクトを国家計闘として正式に発足させ

た。フィリピン政府は，その後，ケソン外lを

含むカラパルソン・プロジェクトに計画を変

更，再度 JICAに調査を要請した。 JICAは，

ケソンタ！？の補完調査を実施した後， 1991年 10

月，カラパルソン地域総合開発計画の最終報

告書をフィリピン政府へ提出した問。

最終報告書（歯際協力事業団〔1991］）によ

れば，カラパノレソンの中長期開発のための目

的は，（1）農業生産性の向上と麓用機会創出に

より農村所得を向上さぜること，（2）農業と工

業の均衡の上に高い成長を維持すること，（3)

人と経済活動の地理的配分を良くし，より公

平な開発に資すること，（4）より良い人間環境

を創出し，開発のための社会的受容力を高め

ること，の 4点である。この目的に対応して

基本戦略がたてられているが，それには空間

的発展フレームに基づく 3つの代替案があ

る。［代替案 1Jは「農村開発型」の発展戦略

である。この案は地場資額に基づく農村経済

を強調しているので，空間的発展形態はより

分散している。成長は相対的にゆるやかにな

る。［代替案 2Jは「高度工業化戦略」である。

この案では，空間的発展形態は高度に中央集

中型であり，メトロ・マニラと強く結びつく。

マニラ近郊の都市化は著しい。成長は最も高

いが，農村地域は相対的に軽視される。［代替

案3Jは「リープフロッグ〈蛙飛び〉開発戦

略」で，前 2::j警の中間の発展形態をとる。こ

の案では，工業開発はメトロ・マニラから離

れたいくつかの都市センターに向けられる。

開発はこれらのセンタ一周辺に鮭飛びするこ

とになる。以上3種類の代替案のうち， JICA

マスター・プランは，第3番目の「蛙飛び戦

略J を推奨する。その理由は，農業と工業の

均衡および農村と都市の均衡に基づく最善で

最も現実的な案ということにある。この「蛙

飛び戦略」が，羽TPDPのいう「擾数個の成

長センターを結合するネットワーク」に対応

する。

JICA最終報告書によれば，計踊期間は紀

元2010年までの 20年開である。必要な公共

投資の総額は31億ドルと見襲もられており，

その分野別配分（%〉および主要プロジェク

トの件数は，港湾開発（ 7 %) 3件，道路ハ

イウェイ（13%) 5件，工業支援（24%) 6 

件，都市開発 (13%) 8件，農業（ll%) 3 

件，農村開発（14%〕6件，社会開発（12%)

10件，環境管理（ 7 %) 2件となっている。

マスター・プランがJICAによって作成され

たこともあり，当初，必要資金の多くが日本

から供給されることが期待されていた。事実，

計画初期段階で、決定されたフaロジェクトの多

くは日本の ODAによるものであった。しか

し，計画が進むにつれ実施されるプロジェク

トの数も増え，それに伴って国際機関や外国
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籍の民間企業も参加するようになり，また，

その関わり方も複雑化してきている。例えば，

発電プロジェクトの場合，マスター・プラン

にリストされているのは海外経済協力基金

(OECF）支援の CalacaII発電所のみでる

るが，カラパノレソン地域には現在 10に近い発

電プロジェクトがあり，例えば既に稼働中の

Enron発電所は，比系企業と米系企業の合

弁，投資タイプは BOT(Build-Operate-

Transfer），資金源はアジア開銀といった状

況であるI九カラパノレソン計融は，市場経済と

民間重視の潮流の下で，参加者や参加の方法

を多様化さぜながら，フィワピン 2000年ビ

ジョンの中に吸収され埋没しつつあるよう

だ。

4. UPLB （フィリピン大学ロスパニヨス

校）の見解

カラパノレソン・マスター・プランは，総論

と要約および 11の各論，合計 13巻より構成

される大部の報告書である。 UPLBのスタッ

フは，数グループに分かれて報告書全体を分

野別に検討，公開シンポジウムにおける総合

的討議を経て，以下のような評価・結論に達

している（Cuyno〔1992a］）。まず，一般論と

して疑問・懸念が3点ほど表明されている。

第 1は工業化へのノミイプスである。工業化と

都市化が農村部に与える悪影響（農地転用，

社会問題，環境破壊等〉が十分配慮されてい

ない。また，工業活動と農業活動のリンケー

ジの分析も弱い。第2は公平の問題を避けて

いることである。開発と成長の恩恵は1部の

富裕層とその外国人パートナーに隈られるの

ではないか。土地の高騰，限られた雇用，失

業とスラムの発生などに関連する社会会計的

枠組みが弱い。第3は持続可能性や自助・自

力更生についてである。この目標をどう達成

するのか稜味であるし，内外の競争が強まる

状況で持続可能性を確保できるのかどうか。

続いて，水資源，運輸・通信，エネルギー，

環境，観光の 5分野について，（UPLB専門家

によれば〉明らかに欠陥であると判断される

点の指摘がある。そして，これらを踏まえて，

10項目の勧告がなされる。（1）土地利用政策の

明確化，（2）工場進出で、影響を被った農民の優

先的取扱い，（3）水源の保護と田復，（4）工場・

道路・住宅の建設に関わる環境保全，（5）公害

防止措置の要求，（6）事前の環境アセスメント，

(7）工場建設に関する地域住民の意見聴取，（9)

停滞地域・過密地域のための道路建設，（10）工

場建設と電力供給のバランス，以上 10点であ

る。最後に，結論として， カラパノレソン計画

に対する教育研究機関としての UPLBの役

割と姿勢が自問自答されている。すなわち，

計踊実施の過程における主な役割は，教育啓

蒙活動，データ・ベースの開発，技術援助，

人材育成，モニタリングと評価等である。そ

して， UPLBの基本姿勢として，欠賂の多い

(much flawed）マスター・プランに反対す

るのではなく積穣的に関わりを持ち，外から

の傍観よりも内からの改善を目指すことが必

要である点が強調されている。

JICAマスター・プランは，カラパル計酷か

らカラパルソン計画に移行する段階で，マグ

サイサイ財団スタッフによる総合的検討と評

価に付され，環境・社会問題・運営・実施等

に関連する 11の勧告（Ramos〔1991］参照〉

を受け入れ，最終報告書に薫っている。それ

にも関わらず UPLBの検討・評価から少なか

らぬ批判が出ているのは，地域の関係者との

対話が十分で、なかったことも 1つの理由だろ
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う。例えば，「計画とプロジェクトの大半は，

臼本人コンサルタントによって企画されたも

ので，フィリピン人専門家からのインプット

は最小，地域からのそれはさらに少ない。こ

のことから，計画で提案されたプロジェクト

を継続し持続さぜるために地域の人々が頼り

にされると楽観してはならない。」（Cuyno

〔1992aJ,p. 3)o 

UPLBは，カラバノレソン地域のラグーナチ！？

に位置し，農学部を起源、にする総合大学であ

る。従って，カラパルソン計酷に対する上述

の評価が，工業化批判，農業・農村重視の傾

向を持ったとして自然である。しかも， UPLB

（特に農業経済学科〉は，フィリピンの農業・

農村発展に関して，「農業の工業化(Industri-

alization of Agriculture, Agro-

industrialization) Jという独特の概念を持っ

ている点に注目すべきである。コンセプト・

ペーパーによれば，「農業の工業化は以下の項

目で特徴づけられる。すなわち，自給，生産

余剰，市場指向，生産前・生産中・生産後に

おける各活動の（垂直的〉リンケージ，各活

動と支援システムとの水平的リンケージ，田

園地帯における農業関連企業の急成長，良好

に組織され運営される協同組合事業，そして

繁栄する付加価値農業企業である。農業／農場

は，この時，高収益・高能率で，実業的企業

として運営されているだろう。……考えられ

る実現方法は，特定の主作物のまわりに，コ

ミュニティ・レベノレで、小中規模の農業関連事

業を，協同組合主義の原則と実践に基づき，

組織することであるoJ。12）これは，農業主導

の農村を基盤とする発展戦略であり，工業化

を推進するために，十分に開発された持続可

能で生産的な農業を重視する。このような農

業発農の考え方は，度重なる工業北への失敗

と，過去の工業化が農業を無視し，農業を犠

牲にして追求されてきたとする経験から出て

いる。「東アジアの奇跡」を起こした国々は，

例外なく（都市経済を除き〉，農業と工業のノミ

ランスのとれた発展を実現した。ダイナミッ

クな農業は工業化のいわば必要条件であっ

た。「農業の工業イんもこの意味で正しい方向

の発展戦略であると思われるが，果たしてこ

のような戦略が，工業化の度合い（あるいは

農業化の度合い〉に関わらず，フィリピン全

域に妥当するのであろうか。工業化の著しい

カラパノレソン地域〈特にマニラ近郊チ！？〉で適

用可能であろうか。「農業の工業イヒ」が特に妥

当する戦略的地域があるのではないか。

5. NGOの批判

フィリピンあるいは日本の少なからぬ

NGOがカラパルソン計踊に関心を持ち，し

かもこの計画に対し強度に批判的で、ある。例

えば，フィワピンでは「SPP(Solidarity for 

People’s Power)J, 日本では「これでし、し、の

かカラバノレソンキャンベーン委員会」などが

ある。フィリピン側を最もよく代表している

のは， 46のNGOと市民団体の連合体である

「ST-AGENDA(Southern Tagalog Alli-

ance for Genuine Development Alterna-

tives）」と思われる 13）。この連合体は，共通の

方向性・共通性を作り上げていくが，問時に

各団体の独自性を尊重するという点を基本方

針の 1つにしている。この連合体は，現在2

カ月に 1度， A4版 8貰程度の，ニューズレ

ター的な機関誌CalabarzonWatchを発行

している。その内容は，上記基本方針に沿い，

穏緯なものから過激なものまで，かなりの幅

で、バラエティがある。創刊は 1991年 10月で
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あるから，カラパル計画が正式に発足してか

ら1年後，あるいはカラパノレソン計画の最終

報告書がアキノ政権に提出された時期にあた

る。ここでは，創刊から最近時（1994年 5-6

月号〉までの累計羽田分の Calabarzon

Watchに基づき， NGOの論点・批判点をみて

おきたい。

Calabarzon Watchには，基本的にはカラ

パルソン計画に批判的な，語々様々のニュー

ズ・論評・インタビュー・紹介・論文等が掲

載されているが，繰り返される批判点はほぼ

以下の 5項目にまとめることができる。第1

は農地の転用問題である。農業に適した土地，

濯瓶可能な土地が，広範囲・急激に，工業用

地，宅地，商業その他用地に転換されつつあ

る。結果として，農地改革に支障を来たし，

農業生産の低下・食糧不足・ココナッツ林の

消滅等の問題が起こる。また，土地価格は高

騰し，土地投機を助長する。第2は移転・立

退きの問題である。例えばパタンガス港拡張

などのプロジェクトを実施する場合，移転も

しくは立退きが必要な住民に対する配意（代

替住宅，補償金等）が十分でない。農地転用

の場合も同様で，小作人あるいは正規の農業

雇用者に対しては代替地等の提供があるが，

非正規の農業労働者に対してはそうでない。

第3は公害・環境破壊の問題である。例えば，

石炭火力のカラカ発電所に関連する大気汚

染，騒音，廃棄物汚染がある。また，都市化

に伴う宅地造成は森林公園マキリン山の縁さ

えも破壊する。また，工業用水や飲料水を確

保するためラグーナ湖に水門や堰堤を築け

は湖水の汚染，漁業資源の破壊が生じる，

等々である。第4は雇用環境の悪化である。

園内投資のみならず外国からの直接投資を誘

致するため，国レベルの奨励策に加えて，地

域レベルで、誘致策が実施されている。例えば，

カピテ州の場合，産業の平安（industrial

peace）をモットーに，労働組合・ストライキ

が事実上禁止されている。結果として，労働

者は低賃金（時には最低賃金以下〉や，過酷

な就業環境に甘んぜ、ざるを得ない。第 5は，

ODAあるいは FDI（外閏直接投資〉による搾

取の問題である。両者とも，往々にして，外

国資本・外国企業そして国内富裕層を益する

のみで，フィリピンは一般に資源や労働者を

搾取されるのみである。

以上 5項目は， NGO連合としての ST-

AGENDAが明確にした，地域住民の視点か

らの主要な批判点である。これらの批判を考

えるに当たって座標軸が2つある。 1つは，

市場の論理と介入の論理のバランスをどこで

とるかの軸である。つまり，経済全般に普遍

的な市場メカニズムにどこまでまかせ，闇民

の福祉のためにどこまで政府介入を認めるか

の問題である。もう 1つは，国レベノレの論理

と地方レベルの論理のバランスをどこでとる

かの軸である。つまり，政府は地域住民に対

し国民としての権利・義務をどこまで主張し，

地域住民は政府に対し個人としての権利・義

務をどこまで主張するかの問題である。言う

までもなく，最終的な問題の解決には，政治

的判断・決断が常に絡んでくる川。

個々の NGO，例えば上で、触れた SPPの場

合も，主要な論点はST-AGENDAの場合と

大差ない。そのポジション・ペーパー（SPP

[1993］）は，カラパルソン批判をまことに理

路整然と展開する。そこでは，上記 ST-

AGENDAの論点に加えて，計画策定と実施

における NGOの参加に関する問題点も指摘

されている。また，援助供与国および国際援

助機関に対し次のような要望・提言がなされ
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ている。第 lに，特定プロジェクトに対する

援助供与を決定するに先だって環境ガイドラ

インをチェックする。環境調査に市民運動や

NGOを参加させる。第2に，し、かなるタイプ

のプロジェクトであれ，援助供与決定に先

だって市民運動やNGOと時間的な余裕を

もって討議する。第3に，フィリピン政府と

援助供与国の双方は，マスター・プラン・レ

ポートに示された基幹プロジェクトの暫定評

髄結果を，正出に考産すべきである。第4に，

暫定ではなく本格的な評価を，基幹プロジェ

クトのみならず各個別プロジェクトに対して

も実施する。市民運動 ・NGOも評価に参加

し，評価期間中はプロジェクトの実施を一時

凍結する。第5に，実施中の援助関連プロジェ

グトについては，契約条件・環境条項等を定

期的にチェックし，その結果を公開する。以

上の提案は，日本の ODA一般を考える上で

も，十分示唆に富んでいる。

6. カピテ州の場合

カピテチト！は，面積 1427王子方キロ（長野県程

度〉で，マニラ苔都閣に憐接し，南西方向に

位置する。 1990年のセンサス人口は 115万

人，この時既に都市人口は 75%を越えてい

た。 1992年4月の時点で，労働力人口は42万

人，就業者数は38万人，就業構造は，農業が

19%，工業が33%（製造業 23%），サービス

業が 48%となっている。農地面積が 74%で未

だ緑地が圧倒的に多いが，カピテ州はもはや

農村地帯ということは出来ない。工業団地は，

カピテ輸出加工区（CEPZ）を含めて，既に 10

カ所あり，さらに 10カ所の建設が進行中であ

る。「カピテ州開発計画 1990-2000」における

90年代の自標は，第 1に工業化，第2に農業

の近代化，第3に観光開発，第 4に迅速な都

市化であるl九

第 l目標の工業化はII震調に進展しつつある

ようだ。州政府の内部資料によれば， 1994年

6月現在で，工業部門の企業数は 331社，そ

の内訳は，外資系 59%，フィリピン系 41%で

ある。また，資本金総額は268億ベソ（1000

億円強〉，その内訳は外国資本 70%，フィリピ

ン資本 30%である。対応する雇用者は 6万

147人，少し誇張気味と思われるが，波及効果

も含めれば数十万人（／〉の雇用創出になる

という。雇用者6万人の内訳は， CEPZ内企業

が3万人強，工業団地内企業が1万人強，工

業団地外企業が2万人弱である。企業の創設

は最近数年に集中しており， 1989年以降創設

の企業が全体の 79%を占めている。このよう

に，カピテチi'Jの工業化は，最近数年間で急進

展し，企業誘致特に外閤企業の誘致に依存す

るところ大である。企業誘致に成功した要因

として，マニラに近いとしづ地理的条件，豊

富で良質な労織力（低廉とし、う表現は使われ

ない〉，道路・電力・水・通信等の産業基盤が

整っていること等が挙げられるが，州政府が

まず最初に強調するのは，産業の平和と生産

性 (IndustrialPeace and h‘oductivity）で

ある。そして，産業の平和（秩序と安寧〉は，

投資家・労働者・コミュニティリーダーの代

表者で組織される協議会を通じて，対話・仲

裁・妥協により確保される。

カピテ州は，マルコス初期から長期政権を

続けるレムリア州知事の強力なりーダーシッ

プの下に，工業化路線，紀元 2000年ビジョン

を積極的に追求しつつある。レムリア州知事

によれば，「我々の開発プログラムは，農業近

代化とバランスのとれた工業化，および観光

開発，町の近代化である。もしこのプログラ
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ムがカピテでうまくゆくならば，それが圏全

体でうまくゆかないという理由はなし、。……

我々はカピテから 1つのモデルを作ることが

出来る。」16）カピテ州の工業化は，少なくと

も，雇用を創出し外貨を獲得することに成功

した。そして，その工業化プログラムの中で

は，州内に立地する全ての企業に公害防止装

と廃棄物処理措置を義務づけること，圏内

閣外の投資家に労働および労働基準に関する

フィリピン法の定める義務条項を遵守させる

こと，等が明示されている。カピテ・モデノレ

は，前述 UPLBや NGOが提超した批判，例

えば農工リンケージや分配問題，労働環境の

問題などを克服して，カラパノレソン計画ひい

ては2000年ピジョンのサクセス・ストーリー

の1つになり得るだろうか。

7.むすび

フィリピン 2000年のどジョンを「理想的

なJ 形で実現できるかどうかは，中期開発計

画（MTPDP）のいう双子の戦略つまり「ェン

パワメント」と「国際競争力」を，有効かっ

矛盾なく実施・実現できるかどうかにかかっ

ている。国の内外で外国製品と競争すること

によりグローパルに通用する競争力を身につ

けることができれば，フィリピンは自ずから

所得の高い工業化の進んだ「普通のJNICに

達するだろう。この場合，競争は少なくとも

工業製品に対してなされ，競争力は工業製品

に対して獲得されねばならなし、。なぜなら，

所得の上昇と共に工業部門（および関連サー

ビス部門〉の比重が高まり農業部門の比重が

下がるのはほぼ歴史的な必然であり，ほとん

ど全ての先進国がその道を辿ってきたからで

ある 17）。言い替えると，工業化することなしに

所得の持続的成長はありえなし、からである。

工業製品にグローパルな競争力を持つことが

できれば，東アジアの高成長経済（HPAEs)

に間まれたフィリピンは，水平分業を通じて

高成長市場に組み込まれ，自ずと高成長・高

所得がどノレトインされるはずである。

MT PDPによれば，グローパルな競争力

は，基本的に，国内外の競争によって獲得で

きるとされている。これは，市場一介入の軸

のどこでバランスをとるかの問題にも関係す

る。過去のフィリピンは介入（圏内産業の保

護〉の方向に大きく握れて効率を失い競争力

失っていたことを考えれば，残る選択は市場

での自由競争にならざるを得ない。その極端

なケースは，国内市場および外国市場の双方

で，企業をいわば生存をかけた市場競争にさ

らすことである。班TPDPが主張するのはこ

の政策であり，世銀・I班Fの主張に沿う路繰

である。しかし，この路線を現実に実施する

ことは政治的に困難かもしれない。フィリピ

ンをいかにして NICへ変えるかについてユ

ニークな分析・提案をしているデントン氏

(Denton [1993］）は，政治的に実行可能な案

として，まず外国市場で競争することを強調

する。つまり，適当な率の工業製品の輸出成

長を国民のコンセンサスにし，政府・民間双

方がこの目標に向けて現実的・日常的に対処

することを提言する。圏内市場で保護的要素

が残っていたとしても，輸出競争で競争の規

律を体得し，少なくとも漸進的に，経済体質

をより効率的なものに変えられると考えてい

る訳である1的。

どのようなタイプの市場競争が実行性があ

り効果的であるかの問題は別にして，市場競

争によって到達した NICは，おそらく健全な

NICではないであろう。工業化が進み所得が
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上昇していたとしても，分配の不平等が悪化

しているかもしれないし，労働条件もあまり

改善していなし、かもしれない。公害が深刻に

なり，環境を犠牲にした成長が追求されてい

る可能性もある。しかしながら， NICへの道

が，国際競争力戦略のみならずエンパワメン

ト戦略をもベースにしているなら，実現され

る NICは，分配のより平等な，環境に十分配

慮した「理想のJNICに近いはずで、ある。エ

ンパワメントは，本来，地域を単位にし，地

域のニーズ，自立性（自力更生〉，生態的健全

さ等を，その内容にしているからである。問

題は，地方をベースにするエンパワメントと

ネーション・ワイド的要素の強い工業化に矛

盾が生じなし、かどうかである。工業化は地域

住民，中小企業によっても推進されるが，大

企業・財関・多国籍企業（麗接投資〉も工業

化の重要な担い手である。エンパワメントは，

地方一国（住民一層民〉の軸のどこでバラン

スをとろうとしているのか。紀元 2000年ビ

ジョンは，フィリピンの復権を目指すと同時

に，理想、の NICにむけて実験を試みているよ

うにみえる。

注

＊〉この研究は，平成 5-6年度の科研費国際共同研

究（研究代表者：：長峯晴夫〕の一環として，実施

された。

l〕現地調賓とは，名古屋大学大学院国際開発研究

科の教官5名・学生25名をメンバーとする海外実

地研修プロジェクト（プロジ zFト・リーダーは

長峯教授）のことである。 UPLB・カピテ州政府等

の協力のもとに， 1994年9月17B～10月17日の

lか月間，カピテ州を中心に実施された。その折，

現地参加の木村宏恒教授から，文献等いろいろ教

示を得た。
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2〕ラモス大統領による演説テキスト Ramos

[1993］を参照せよ。開発計溺庁（NEDA）による

全4頁のパンフレツト“Prim巴r: Philippines 

2000”も，補完的情報を含んでおり有用である。

第 1回科学技術多部門フォーラムの内容について

はその議事録（MultisectoralReform Secretar-

iat [1993］）を参照せよ。

3）以下の議論については，江崎［1991],Ezaki 

[1991］を参照せよ。後者の英文拙稿は， 1990年初

頭，フィリピン大学経済学部のディスカッショ

ン・ベーパーとして公表され，その後，現 NEDA

長官（当特UPLB助教授〉の CelitoHabito博士

によって ManilaChronicle紙上に要約・紹介さ

れた。

4）これは実質GNPの成長ターゲットである。海

外送金を含まない笑質GDPの場合，その成長率

は， 1994年の 3.4～4.4%から 1998年の 8.1

～9.8%へ加速すると怒定されている。 MTPDP 

(p. 9）を参照ぜよ。

5〕データは，ベンシノレパニア大学の PennWorld 

Table (Mark5) から採られている。 Summers

and Heston〔1991］を参照。

6〕NEDAの言十題担当官によれば，閣僚会議で

MTPDPを国民にアッピーノレさせるための

キャッチフレーズを仰にするか議論した際，

“Philippines, Inc.”などの案も出たが，最終的に

"Philippines 2000”が採用されたとしづ。

7〕Todaro[1992］によれば，開発（development)

は，生活水準の向上のみならず，選択の自由（拡

大〕と自尊心の向上をも，その不可欠の要素とし

て含んでいる。

8）「もう 1つの発展」については， 11§Jll[1989, pp. 

13-15］，鶴見［1989,pp. 46-47］を参照せよ。

9) Solidarity for Peoples’s Power [1993, p. 2]. 

10）カラバノレソン計醤と MAI,PAPとの関係につ

いては，森海［1993]（補論〉， カラパノレソン・キャ

ンベーン準備会〔1991]（大橋成子論文）等を参照。

後者の英文版は， AMPO(Japan-Asia Quart巴rly

Review〕， Vo.23 Nol, 1991に掲載されている。

アキノ政府と JICAとの関係については，国捺協

力事業団［1991］を参照。
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11) Reflection （「これでいいのかカラパルソンキャ

ンベーン委員会Jのニューズレター〉，第3号， 1993

年 11月1日発行（浜野論文〉。 CalabarzonWatch 

CST匂AGENDAの機関誌）， Vol. III Nos. 5 & 6, 

March-April 1994 （“En巴rgyOversupplyつ
12）詳絡については， UPLB[1992], Cuyno [1992b] 

を参照せよ。

13) 「これでいいのかカラパノレソンキャンベーン委

員会JはST-AGENDAと協力関係にある。前者の

ニューズレタ－Reflection （第2号， 1993年5月

初日発行〉に後者の紹介がある。

14）前者の軸については，世界銀行［1991］を，後

者の車由については，慶野・柳原［1994〕を参考に

した。

15）州政府の資料“CaviteProvincial Developr羽田t

Plan 1990-2000”及び“1993Cavite Provincial 

Profile，，からデータを採った。

16) Calabarzon Watch (May 1992）のインタ

ピュー記事参照。

17〕経済発展と構造変化に関する拙稿（江崎［1994])

を参照されたい。

18〕Denton[1993］は，政治家・官僚を含め，人は

全て偶人的利援を追求すると想定し，公的意思決

定モデノレに義づくユニークな NICs論を展開して

いる。
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[SUMMARY〕

The purpose of this paper is to review and investigate development and industrialization 

problems of the Philippines in connection with Project CALABARZON, which aims at an 

integrated regional development of the following five provinc巴日： Cavite, Laguna, Batangas, 

Riazal and Quezon. In its r巴C巴ntreport entitled The East Asia Miracle, the World Bank called 

as NIEs the three neighbors of the Philippines (Thailand, Malaysia and Indonesia) and 

analyzed in detail their rapid growth and industrialization. It is now the earnest wish of the 

Philippines to join the group of NIEs. The Medium-Term Philippine DeveloかnentPlan 1993 

-1998 of the Ramos governmεnt presents the vision for the Philippines to join NIEs by the 

year 2000. This vision is called ”Philippines 2000”and includes as indisp巴nsablecomponent the 

Project CALABARZON inaugurated by the Aquino government in 1990. The project, which 

was studied first by JICA (Japan International Cooperation Agency) and adopted as national 

project later by the Philippin巴government,is an integrated r巴gionaldevelopment plan with the 

main focus on industrialization, covering also the asp巴ctsof social development, agriculture, 

environment and so on.じPLB〔Universityof the Philippines at Los Bafios) gives an compr・e-

hensiv巴evaluationto the project in light of the agriculture and rural development. NGOs in 

the Philippin日sas well as in Japan are criticizing strongly against the project from the point 

of view of pollution, relocation and eviction, environmental d巴gradation,agricultural land 

conversion, worsening working conditions, and so on. The author had a chance to stay for one 
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month at Cavit巴， oneof the five provinces of CALABARZON. The province of Cavite is 

leading not only Project CALABARZON but also Philippines 2000 under the strong lead巴rship

of the governor with the four goals : modernization of agriculture, industrialization, dev巴lop-

m巴ntof tourism, and rapid urbanization. In this paper, problems of the Philippine development 

and industrialization ar巴r巴view巴dand investigated on the following five topics Philippines 

2000, Proj巴ctCALABARZON, Evaluation of UPLB, Criticisms of NGOs, and the Case of 

Cavite. 
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